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平 成 １ ９ 年 ６ 月 １ ４ 日 
国土交通省総合政策局建設業課 

 
平成１８年度下請代金支払状況等実態調査立入調査結果について 

 
 
〔１〕調査の概要 
 
  １．調査の目的 

平成１８年度下請代金支払状況等実態調査結果等に基づき、建設業法等の遵守

の他、元請・下請関係の適正化のための指導を行うことを目的とする。 
 
  ２．調査の対象 
    国土交通大臣の許可に係る業者から、平成１８年度下請代金支払状況等実態調

査結果等を踏まえ、２９８社の営業所と９社の工事現場を対象に、各地方整備局、

北海道開発局、沖縄総合事務局毎に、建設業法第３１条の規定に基づく立入調査

を行った。 
    ＜立入調査対象業者数の内訳＞     ＜昨年実績数＞  
     北海道開発局    ２５社       ２５社       
     東北地方整備局   ３２社       ３０社       
     関東地方整備局   ４５社       ４６社       
     北陸地方整備局   ３５社       ３５社       
     中部地方整備局   ３５社       ３５社       
     近畿地方整備局   ３９社       ３８社       
     中国地方整備局   ３０社       ３０社       
     四国地方整備局   ３０社       ３０社       
     九州地方整備局   ３３社       ３３社       
     沖縄総合事務局    ３社 ４社       
     合計       ３０７社           ３０６社            
 
  ３．調査対象期間 
    平成１８年１１月～平成１９年３月 
 
  ４．調査項目 
    各地方整備局、北海道開発局、沖縄総合事務局で事前に指定した調査対象工事

について、見積・契約締結の方法・内容、下請代金の支払状況等の調査を行った。 
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〔２〕調査結果の概要 

 

１．見積・契約締結の方法･内容 

（１）見積について(表１－１)                                                          

書面により見積りを依頼している業者は１８６社（６０．８％）、書面により

見積依頼を行っていない業者は１２０社（３９．２％）であった。 

法律で定める見積期間をとっている業者は２２９社（７４．８％）、法律で定

める見積期間をとっていない業者は７７社（２５．２％）であった。 

工事種別毎の材料費、労務費、経費の内訳等見積内容が明らかになっている

業者は２４５社（８０．３％）、見積内容が明らかになっていない業者は６０社

（１９．７％）であった。 

また、変更時において見積が不適切な業者は５２社（１７．０％）であった。 

 

（２）契約について(表１－２) 

契約が書面で適正に締結されている業者は１５６社（５０．８％）であった。 

書面により契約締結がなされているが、契約書の記載内容が不十分又は契約

時期が不適切な業者は１３３社（４３．３％）であった。 

書面により契約締結がなされていなかった業者は１８社（５．９％）であっ

た。 

また、変更時において契約締結が不適切な業者は１０５社（３４．２％）、少

額工事や資機材の購入等で書面による契約締結なされていなかった業者は３７

社（１２．０％）であった。 

 

２．下請代金の支払状況 

  （１）前払金の取扱い（表２－１） 

発注者から前払金を受け、下請業者に対し適切に前払金を支払っている業者

は１９社（６．２％）であった。 

下請業者との契約により、前金払では支払わず、部分払い（出来高払）や完

成払で支払っている業者は２５５社（８３．３％）であった。 

下請業者との契約において前金払を請求できる旨を明示したものの、下請業

者からの請求がなかった業者は３２社（１０．５％）であった。 

下請業者との契約において前払金を請求できる旨を明示したにもかかわらず、

下請からの請求に応じなかった業者は０社であった。 

 

  （２）請負代金を受け取ってから下請業者に支払うまでの期間（表２－２） 

     発注者から請負代金を受け取ってから下請業者に支払うまでの期間が適切で

ある業者は２７０社（８７．９％）であった。 

法律で定められている期日までに全額支払われていないなど、不適切な例が

見られる業者は３７社（１２．１％）あった。 
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（３）下請工事完了後の支払期日（表２－３） 

下請工事の完了検査後、下請業者からの申し出があってからの支払期間が適

切である業者は２４６社（８０．９％）であった。 

法律で定められている期日までに全額支払われていないなど、不適切な例が

見られる業者は５８社（１９．１％）であった。 

 

（４）手形払いと現金払いの比率（表２－４） 

全額現金で支払われている業者は８８社（２８．７％）であった。 

取引相手によっては全額手形払いとなっているなど支払方法が不適切である

業者は２３社（７．５％）であった。 

現金と手形の併用で支払われている業者は１９６社（６３．８％）であった。 

また、労務費相当分は現金で支払われている業者は１８７社（６０．９％）

であった。 

 

（５）手形期間（表２－５） 

手形期間が１２０日以内である業者は１８０社（８２．２％）、手形期間が１

２０日を超過している業者は３９社（１７．８％）であった。 

 

３．施工体制台帳・施工体系図 

   （１）施工体制台帳(営業所にあっては帳簿等)について（表３－１） 

施工体制台帳が適正に整備されている業者は１９７社（７０．６％）であっ

た。 

施工体制台帳が作成されているものの、記載事項や添付書類が不十分である

業者は６８社（２４．４％）であった。 

施工体制台帳が整備されていない業者は１４社（５．０％）であった。 

 

   （２）施工体系図について（表３－２） 

施工体系図が適正に整備されている業者は１９６社（８７．９％）であった。 

施工体系図が掲示されているが、内容が不十分である業者は２４社（１０．

８％）であった。 

施工体系図が整備されていない業者は３社（１．３％）であった。 

 

〔３〕元請下請関係の適正化への指導 
 

立入調査において、元請下請関係の適正化のために改善指導の必要性がある事

項については、立入調査時に指導及び助言を行ったところである。 
なお、元請下請関係の適正化のために、更に改善指導が必要と思われる事項に

ついては、各地方整備局等から文書による指導を行っているところである。 
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(表１－１) 見積について 

 業者数 （％） 昨年度 （％） 
書面により見積依頼を行っている １８６ ６０．８ １５８ ５１．６

書面により見積依頼を行っていない １２０ ３９．２ １４８ ４８．４

合 計 ３０６ １００．０ ３０６ １００．０

法律で定める見積期間をとっている ２２９ ７４．８ ２１２ ６９．３

法律で定める見積期間をとっていない ７７ ２５．２ ９４ ３０．７

合 計 ３０６ １００．０ ３０６ １００．０

見積内容（工事種別毎の材料費、労務費、経費の内訳

等）が明らかになっている 
２４５ ８０．３ ２４０ ７８．４

見積内容（工事種別毎の材料費、労務費、経費の内訳

等）が明らかになっていない 
６０ １９．７ 

 
６６ ２１．６

合 計 ３０５ １００．０ ３０６ １００．０

(表１－２) 契約について 
 業者数 （％） 昨年度 （％） 
書面で適正に締結されている １５６ ５０．８ １５９ ５２．０

書面で締結されているが記載内容不十分、又は、契約

時期が不適切 
１３３ ４３．３ １３４ ４３．８

契約書が書面で締結されていない １８ ５．９ １３ ４．２

合 計 ３０７ １００．０ ３０６ １００．０
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(表２－１) 前払金の取扱い 
 業者数 （％） 昨年度 （％） 
発注者から前払金が支払われ、かつ適正に下請業者に

支払われている 
１９ ６．２ １３ ４．２

下請との契約により、前払金では支払わず、部分払（出

来高払）や完成払で支払っている 
２５５ ８３．３ ２５７ ８４．０

下請との契約において前払金を請求できる旨を明示

したものの、下請からの請求がなかった 
３２ １０．５ ３６ １１．８

下請との契約において前払金を請求できる旨を明示

したにもかかわらず、下請からの請求に応じなかった

０ ０ ０ ０

合 計 ３０６ １００．０ ３０６ １００．０

(表２－２) 請負代金を受け取ってから下請業者に支払うまでの期間 
 業者数 （％） 昨年度 （％） 
支払を受けた日から一月以内に全額支払われている ２７０ ８７．９ ２６６ ８６．９

支払を受けていたにもかかわらず、期日までに全額支

払われていないなど、不適切 
３７ １２．１ ４０ １３．１

合 計 ３０７ １００．０ ３０６ １００．０

(表２－３) 下請工事完了後の支払期日 
 業者数 （％） 昨年度 （％） 
検査後、申し出からの支払期間が適切である ２４６ ８０．９ ２４９ ８１．４

期日までに全額支払われていないなど不適切 ５８ １９．１ ５７ １８．６

合 計 ３０４ １００．０ ３０６ １００．０

(表２－４) 手形払いと現金払いの比率 
 業者数 （％） 昨年度 （％） 
全額現金 ８８ ２８．７ ７８ ２５．５

取引相手によっては全額手形 ２３ ７．５ １８ ５．９

現金と手形の併用で支払われている １９６ ６３．８ ２１０ ６８．６

合 計 ３０７ １００．０ ３０６ １００．０

(表２－５) 手形期間 
 業者数 （％） 昨年度 （％） 
手形期間が１２０日以内である １８０ ８２．２ ２０８ ８６．０

手形期間が１２０日を超過している ３９ １７．８ ３４ １４．０

合 計 ２１９ １００．０ ２４２ １００．０
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(表３－１) 施工体制台帳（営業所にあっては帳簿等）について 
 業者数 （％） 昨年度 （％） 
施工体制台帳が適正に整備されている １９７ ７０．６ １８８ ６６．２

整備されているものの、内容が不十分であった ６８ ２４．４ ８９ ３１．３

施工体制台帳が整備されていなかった １４ ５．０ ７ ２．５

合 計 ２７９ １００．０ ２８４ １００．０

(表３－２) 施工体系図について 
 業者数 （％） 昨年度 （％） 
施工体系図が適正に整備されている １９６ ８７．９ １６９ ８２．４

掲示されているが内容が不十分 ２４ １０．８ ３１ １５．１

整備されていない ３ １．３ ５ ２．４

合 計 ２２３ １００．０ ２０５ １００．０

※（％）欄は、小数点第二位を四捨五入して計上しています。 


